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要請書（その３） 

 

簡易生命保険の約款をめぐる問題について、当団体の２０１７年３月２日付「再々

要請書」に対し、２０１７年３月３０日付にて「再々要請書に対する回答について」（以

下「３月３０日付回答書」といいます）をいただきました。対応いただき、ありがと

うございました。 

当団体において３月３０日付回答書を検討した結果、下記のとおり、再度要請をい

たします。前回同様、本「要請」は、消費者契約法第１２条に基づくものではなく、

消費者団体としての任意の要請です。 

既にご連絡いたしておりますとおり、本「要請」は公開の方式で行わせていただき

ます。したがって、本「要請」の内容、及びそれに対する貴機構のご回答の有無とそ

の内容等を、当団体ホームページ等で公表いたしますので、その旨ご承知おきくださ

い。 

なお、当団体が下記要請において送付を求める、２０１６年９月２９日付回答の添

付資料２、４、５、６（以下各添付資料といいます。）の改定案については、公表の対

象にはならないことを念のため付言いたします。 

 

 

 

 



記 

 

１．要請の趣旨 

（１）各添付資料について、２０１７年６月末までに、その時点での改定の案を、当

団体にご送付いただきますようお願いします。 

（２）上記（１）についての諾否を、５月３１日までに文書にて当団体にお知らせく

ださい。応じられる場合は送付いただく日を、応じられない場合はその理由をあ

わせてお知らせください。 

            

２．要請の理由 

貴機構は、３月３０日付回答書において、各添付資料について２０１７年１０月に

改定される旨、回答されました。当団体の意見を、改定に反映させていただくために、

２０１７年６月時点の案を送付いただくようお願いする次第です。 

なお、いただいた案を当団体にて検討し、２０１７年８月５日までに貴機構に対し、

意見を送付させていただきます。 

 

以上 

 

 

 


